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証券コード　3839
（発送日）2024年６月10日

（電子提供措置の開始日）2024年６月３日
株 主 各 位

大阪市中央区道修町一丁目６番７号
株式会社ＯＤＫソリューションズ

代表取締役社長 勝 根 秀 和

　　当社ウェブサイト　　https://www.odk.co.jp

　　株主総会資料　掲載ウェブサイト　　https://d.sokai.jp/3839/teiji/

　　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第61回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリ」「その
他ＩＲ資料」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しております。

　　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に当社会社名、または
「コード」に当社証券コード「3839」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くだ
さい。）
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　議案の賛否に関わらず、議決権を有効に行使していただいた株主様へ、500円相当のクオカード
を後日お贈りさせていただきます。なお、クオカードの金額は議決権の数に関わらず一律500円相
当といたします。

　なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い
申しあげます。
［インターネット等による議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画
面の案内に従って、2024年６月25日（火曜日）午後５時までに、議案に対する賛否をご入力くださ
い。
　なお、インターネット等による議決権行使に際しましては、６頁の「インターネット等による議決
権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
［書面による議決権行使の場合］
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年６月25日（火曜日）午後
５時までに到着するようご返送ください。

敬　具
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■１ 日　　時 2024年６月26日（水曜日）午前10時

■２ 場　　所 大阪市中央区道修町一丁目６番７号
JMFビル北浜01　17階　会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。）

■３ 目的事項 報告事項 １. 第61期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第61期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算
書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）６名選任

の件

■４ 招集にあたって
の決定事項
(議決権行使に
ついてのご案内)

⑴ 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
扱いいたします。

⑵ インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

⑶ インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合
は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取扱いいたします。

⑷ 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１
名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明
する書面の提出が必要となりますのでご了承ください。

記

以　上
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当社ウェブサイト（https://www.odk.co.jp）

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

　● 書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をお送りしております
が、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲げる事項については、当社ウェブサイトに
掲載し、お送りする書面には記載しておりません。従いまして、当該書面に記載している事業報
告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成
するに際して監査をした対象書類の一部であります。

①事業報告の「主要な事業内容」「主要な事業所」「株式の状況」「新株予約権等の状況」「責
任限定契約の内容の概要」「役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」「社外役員に関する事
項」「会計監査人に関する事項」「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載させていただきます。

　● 記念品のご用意はございません。
　● 当日は、軽装（ビジネスカジュアル）にて対応させていただきます。株主の皆様におかれまして
も、ご出席される場合は、軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネット等で議決
権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年６月26日（水曜日）
午前10時

2024年６月25日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

2024年６月25日（火曜日）
午後５時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使ウェブサイトにログインできます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、円安の進行やインフレ転換への期待、新NISA制度

による投資増加等を背景に、日経平均株価が史上最高値を更新する等、景気は底堅く推移して
おります。一方で、円安に起因する輸入価格高騰による物価上昇や、中国経済の先行き懸念等
の海外景気の下振れ、世界的な地政学リスクの高まりが続いていること等、依然として不透明
な状況が続いております。

情報サービス産業におきましては、労働人口の減少傾向や業務効率化ニーズを背景に、シス
テム投資の意欲は根強く、企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への対応やデー
タ活用に対する取組み等により、ＩＴ活用の流れは堅調に推移しております。〔経済産業省特
定サービス産業動態統計（2024年２月分確報）より〕

こうした環境下、当社グループでは、中期経営計画（2024年３月期～2026年３月期）の
基本方針に「ＯＤＫグループ拡大」を掲げ、「新事業ポートフォリオの推進」「グループシナ
ジーの創出」「Ｍ＆Ａ・アライアンスの推進」を本年度の重点課題として様々な施策に取組ん
でまいりました。

その方策として、体験実績をNFT活用により証明する次世代型ソリューション『アプデミー
®』を基幹に多様なサービス開発をすすめ、連結子会社である株式会社ポトスにおいて、キャ
リア体験プラットフォーム『キャリポート(※1)』の提供を開始いたしました。また、『キャ
リポート』のコンテンツ拡充を目的として、若年層の声をもとに企業のブランディングやマー
ケティングをサポートする「マーケティング支援パッケージ」の提供を開始しております。

当社単体としては、「専門性の強化による新たな価値の創造」を基本方針に、「個別収益管
理の深化」「コンサル機能の発揮」「研究開発の推進」を本年度の重点課題として取組んでま
いりました。

主力の教育業務において個別収益管理を徹底し、近年のコスト増を踏まえた価格適正化の一
部実現や、証券業務では専門性を活かした高付加価値SESを提供いたしました。

また、『アプデミー®』では、分散型台帳を用いたNFT等のデジタルバッジやDAO（分散
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事　業　別 当連結会計年度（千円） 前年同期比（％）

シ ス テ ム 運 用 事 業 5,539,005 3.9

シ ス テ ム 開 発 及 び 保 守 事 業 268,889 76.8

機 械 販 売 事 業 59,155 △26.8

合　　　計 5,867,050 5.4

型自立組織）、生成ＡＩ等といったWeb3.0技術の研究開発に取組んでおります。その一環と
して、体験実績NFTから得られる情報と生成ＡＩを用いて、フォトリアルな３Ｄアバターから
キャリアアドバイスを受けられるサービスの開発に向けた実証実験を開始したほか、2024年
４月22日に施行された金商法府令の一部改正（通称DAO法）に基づき、日本初の合同会社型
DAO「Table Unstable DAO合同会社」を設立いたしました。今後は得られた成果を活用
し、個人が自己実現可能なキャリア形成や就職活動を支援し、企業にはマーケティングや採用
活動を支援するサービスの立上げを図ってまいります。

その他、『UCARO®』をデータプラットフォームとして各事業領域をつなぐハブに育成す
るとともに、外部接点強化やサービス拡張等により保有するデータ量・種類の拡大を目指して
おります。今後も同サービスを軸とした成長戦略により、データビジネスによる新たな価値の
創造を継続してまいります。

業績面では、教育業務における大手大学の新規受託や既存顧客との価格適正化交渉の一部実
現、証券業務における『WITH-X®（※2）』の売上増加等により、売上高は5,867,050千円
（前年同期比 5.4%増）となりました。また、次世代サービスの社会実装等に係る研究開発費
の増加があったものの、退職給付費用の減少等により、営業利益は572,511千円（同 36.1%
増）となりました。また、経常利益は604,487千円（同 34.4%増）、無形固定資産の減損損
失を計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期純利益は266,797千円（同 12.8%
増）となりました。

事業別の売上高の状況は次のとおりであります。
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[システム運用事業]
　教育業務における大手大学の新規受託や既存顧客との価格適正化交渉の一部実現、証券業務
における『WITH-X®』の売上増加等により、5,539,005千円（前年同期比 3.9％増）となり
ました。

[システム開発及び保守事業]
　臨床検査システム及び『KIZUNA-X®（※3）』関連の開発の増加等により、268,889千円
（同 76.8％増）となりました。

[機械販売事業]
　医療システム用タブレット製品の納入が一巡したことにより、59,155千円（同 26.8％減）
となりました。

（※1）キャリポート：
　大学１、２年生からのキャリア形成を応援し、その応援を企業価値に転換するキャリア体験
プラットフォームです。
（※2）WITH-X®（ウィズクロス）：
　証券会社におけるフロント業務からバックオフィス業務の機能を備え、柔軟なカスタマイズ
が可能な証券総合システムです。
（※3）KIZUNA-X®（キズナクロス）：
　金融商品仲介業者（IFA）向けの投資信託Web取引、管理システムです。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は総額559,377千円で、その主な内容は、『UCARO®』
出願関連システム、『UCARO®』関連システムの機能改善及び新機能追加等であります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。
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区分 第 58 期
(2021年３月期)

第 59 期
(2022年３月期)

第 60 期
(2023年３月期)

第 61 期
(当連結会計年度)
(2024年３月期)

売 上 高
 （千円） 5,412,052 5,500,750 5,566,335 5,867,050

経 常 利 益
 （千円） 695,053 509,035 449,606 604,487

親会社株主に帰属する当期純利益
 （千円） 474,245 194,186 236,606 266,797

１株当たり当期純利益
 （円） 57.85 23.69 28.98 32.95

総 資 産
 （千円） 8,276,284 8,030,087 8,537,884 8,694,476

純 資 産
 （千円） 5,866,908 5,735,242 5,797,234 6,055,246

１ 株 当 た り 純 資 産 額
 （円） 715.66 699.53 715.95 747.81

区分 第 58 期
(2021年３月期)

第 59 期
(2022年３月期)

第 60 期
(2023年３月期)

第 61 期
(当事業年度)

(2024年３月期)
売 上 高

 （千円） 5,331,314 5,312,695 5,242,120 5,515,822

経 常 利 益
 （千円） 680,793 508,040 384,646 572,551

当 期 純 利 益
 （千円） 464,990 204,167 211,991 245,637

１株当たり当期純利益
 （円） 56.72 24.91 25.97 30.34

総 資 産
 （千円） 8,294,305 7,949,422 8,451,709 8,614,133

純 資 産
 （千円） 5,894,528 5,771,843 5,810,339 6,047,191

１ 株 当 た り 純 資 産 額
 （円） 719.03 704.12 717.57 746.82

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

②　当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第59期から適用してお
ります。
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⑶　対処すべき課題
　情報サービス業界においては、生成ＡＩ、分散型台帳、NFT等先端技術の活用が一層加速して
いくことが想定されるほか、ＤＸの促進、クラウドシフト等、中長期的な市場規模の拡大が期待
されております。一方で、近年のコスト増加への対応や将来的な18歳人口減少に備えた新規サ
ービスの創出が急務となっております。
　こうした環境下、当社グループでは、主力の教育業務においてコスト増加を踏まえた価格適正
化を一部実現いたしました。また、『UCARO®』における受験生との接点を強みとして、個人
のキャリア形成を支援し、企業等との適切なマッチングを実現する多様なサービス開発をすすめ
ております。具体的には、体験実績をNFT活用により証明する次世代型ソリューション『アプデ
ミー®』を基幹に、連結子会社である株式会社ポトスにおいて、キャリア体験プラットフォーム
『キャリポート』の提供を開始いたしました。また、『アプデミー®』においても、分散型台帳
を用いたNFT等のデジタルバッジやDAO（分散型自立組織）、生成ＡＩ等といったWeb3.0技
術の研究開発に取組んでおります。
　当年度の当社グループは、前年同期比で増収増益となりましたが、教育業務における既存業務
の受託範囲拡大や新規受託の計画未達、子会社のM＆A不成立、人材育成サポート事業の新規営
業遅れ等を主因として売上高計画が未達となったほか、ROIC（連結）は目標値の7.0％を下回る
5.9％、PBRは0.9倍と１倍を下回る等、一部課題を残しました。
　今後は、グループ内再編を視野に入れた連結ベースでのコスト削減、適正価格での提供をはじ
めとする既存事業の再構築により収益性を向上し、新規サービスやM＆A等への成長投資を実行
するとともに、新規サービスの早期収益化をすすめてまいります。加えて、成長戦略の説明を丁
寧に行うとともに、個人投資家を主なターゲットとしたＩＲ活動強化を通じた認知度向上や、人
的資本経営の推進等により、さらなるサステナビリティ向上を目指してまいります。
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従業員数 前連結会計年度末比増減
202（175) 名 4（8) 名

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

151（153) 名 2（2) 名 40.9歳 11.7年

⑷　従業員の状況（2024年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）人材派遣会社からの派遣社員等は、（　）内に外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）１．人材派遣会社からの派遣社員等は、（　）内に外数で記載しております。
２．平均年齢及び平均勤続年数は、他社からの出向者を除いて算出しております。

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 エ フ プ ラ ス 百万円 ％ 金融・教育向けシステムの開発・運用保守50 100

株 式 会 社 Ｅ Ｃ Ｓ クラウドソリューションシステムの開発支
援36 100

株 式 会 社 ポ ト ス 学生向けキャリア形成支援
企業向けクラウドサービス５ 78

⑸　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　子会社の状況
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借　入　先 借　入　金　残　高（千円）

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 255,014

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 254,972

株 式 会 社 り そ な 銀 行 254,972

⑹　主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）

⑺　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　2023年４月１日施行の株式会社東京証券取引所の規則改正にともない、スタンダード市場へ
の選択申請を行い、2023年10月20日より、プライム市場からスタンダード市場に移行してお
ります。
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地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 勝 　 根 　 秀 　 和 －

常 務 取 締 役 森 　 脇 　 博 　 文 情報管理室、ビジネスソリューション部、
証券・金融ソリューション部担当

常 務 取 締 役 作 　 本 　 宜 　 之
経営戦略室、pottos事業推進室、新規事業推進室、
ODKグループ統括経営管理担当
株式会社ポトス代表取締役
株式会社エフプラス取締役

取 締 役 吉 　 村 　 美 樹 雄 教育ソリューション部担当
株式会社ＥＣＳ取締役

取 締 役 大 　 塚 　 浩 　 司 人事財務部ゼネラルマネージャー

社 外 取 締 役 川 　 口 　 伸 　 也 エース法律事務所弁護士

取 締 役
(監査等委員・常勤 ) 若 　 林 　 孝 　 治

株式会社エフプラス監査役
株式会社ＥＣＳ監査役
株式会社ポトス監査役

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 藤 　 岡 　 　 　 寛 監査法人ソルシオ代表社員

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 平 　 松 　 亜 矢 子 共栄法律事務所パートナー弁護士

２．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2024年３月31日現在）

（注）１. 社外取締役（監査等委員）藤岡寛氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

２. 情報収集の充実を図り、内部監査室との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督部門
機能を強化するために若林孝治氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３. 当社は、社外取締役川口伸也氏、社外取締役（監査等委員）藤岡寛氏及び平松亜矢子氏を東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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⑵　取締役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2019年４月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容につ
いて当時の監査役会において諮問し、承認を得ております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該
決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の基本報酬に関する方針
　その役位と職務内容に応じた固定報酬としております。
ｂ．取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の業績連動報酬等に関する方針
　役位と職務内容別に、前年度の業績及び予算達成状況に応じて決定しており、担当部門を
持つ取締役には、その部門の前年度の業績及び予算達成状況を考慮に加えております。全報
酬における業績連動報酬の割合は、0～50％の範囲としております。
ｃ．取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の非金銭報酬等に関する方針
　取締役就任中は一定数の譲渡制限付株式を常に保有するよう、株式報酬を設定するものと
しております。
ｄ．社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬に関する方針
　職務内容に応じた固定報酬としております。
ｅ．報酬決定手続きに関する方針
　当社は、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役が過半数を構成する指名・報酬委員
会を設置しております。取締役（監査等委員を除く。）の報酬は、代表取締役社長が報酬案
を指名・報酬委員会に諮問し答申を受け、その後、監査等委員会による検討（指名・報酬委
員会での審議内容を含む）を経て、取締役会の決議により決定しております。監査等委員で
ある取締役の報酬は、監査等委員である取締役の協議により決定しております。金銭報酬額
及び株式報酬額は、株主総会で決議されたそれぞれの報酬枠の範囲内としております。
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区　　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役
（監査等委員を除く。） 94,498 86,966 3,250 4,282 6

取締役
（監査等委員） 21,000 21,000 － － 4

合計
（うち社外役員）

115,498
（9,000）

107,966
（9,000）

3,250
（－）

4,282
（－）

10
（4）

②　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

２. 業績連動報酬は、当社グループの拡大・成長に向け、各事業の単年度業績に対する役員の貢献に報い
るため、前年度の業績及び予算達成状況に応じて決定しております。当社グループの規模拡大指標と
して連結売上高、収益力指標として連結経常利益をそれぞれ選定しております。さらに、2020年３
月期末の当社株価を基準に各事業年度末の「株主総利回り」を算出し、これを同期間の日経平均の成
長率で除して求める「当社株式成長率」を指標に加えております。
当事業年度の業績連動報酬に係る指標は、前事業年度計画である連結売上高6,400百万円、連結経常
利益600百万円、並びに、実績である連結売上高5,566百万円、連結経常利益449百万円でありま
す。「当社株式成長率」は0.86であります。これらの指標を基準に、各取締役の貢献を総合的に判
断して報酬額を決定しております。

３. 非金銭報酬の内容は当社の株式であり、割当の際の条件等は、「①役員報酬等の内容の決定に関する
方針等」のとおりであります。

４. 取締役（監査等委員を除く。）の金銭報酬の額は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会に
おいて、年額135,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議い
ただいております。また、金銭報酬とは別枠で、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会にお
いて、取締役（監査等委員及び社外役員を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額と
して年額80,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は、７名（うち、社外
取締役は１名）です。

５. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会において、年
額30,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員
数は、３名（うち、社外取締役は２名）です。

６. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬は、代表取締役社長勝根秀和が、独立社外取締役が過半数を構
成する指名・報酬委員会に報酬案を諮問し答申を受け、その後、監査等委員会による検討（指名・報
酬委員会での審議内容を含む）を経て、取締役会の決議により決定しております。
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純資産合計(a) 6,047,191千円
貸借対照表計上額の合計(b) 996,327千円
比率(b/a) 16.5％

３．政策保有株式の状況
　当社は、さらなる企業価値向上を目指す上で、業務提携の活用を基本戦略の一つとしております。
業務提携先について、企業価値に対する利害関係を強め、業務提携に対するコミットをより強めるこ
とが事業展開を加速させると判断する企業の株式を保有しております。
　当社は、毎期、個別の政策保有株式について、当社資本コストと保有株式ROEとの比較や事業の進
捗状況確認等により、政策保有の意義を検証しております。取締役会において総合的に検証した結
果、保有の意義が薄れたと判断する政策保有株式がある場合は、適時・適切に売却いたします。
　なお、当事業年度末時点における貸借対照表計上額の合計及び純資産合計に対する比率は、次のと
おりであります。
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科　　目 金　額 科　　目 金　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
商 標 権
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権
ソフトウエア仮勘定
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他　

5,443,003
2,855,519
2,432,326

3,461
29,749
72,117
52,140
△2,312

3,251,473
264,808
98,300
74,189
92,318

1,372,542
74,446
83,325

1,114,345
6,267
3,777
374

90,006
1,614,121
1,064,512

6,552
264,491
170,860
107,704　

流 動 負 債 1,704,072
買 掛 金 257,644
短 期 借 入 金 312,579
リ ー ス 債 務 58,156
未 払 金 85,194
未 払 費 用 123,800
未 払 法 人 税 等 211,857
契 約 負 債 253,356
預 り 金 23,473
賞 与 引 当 金 140,250
未 払 消 費 税 等 230,636
そ の 他 7,122

固 定 負 債 935,157
長 期 借 入 金 464,946
リ ー ス 債 務 42,269
繰 延 税 金 負 債 205
退 職 給付に係る負債 427,735

負 債 合 計 2,639,230
純 資 産 の 部
科　　目 金　額

株 主 資 本 5,860,910
資 本 金 637,200
資 本 剰 余 金 695,020
利 益 剰 余 金 4,589,479
自 己 株 式 △60,789
その他の包括利益累計額 194,336
その他有価証券評価差額金 194,336

非 支 配 株 主 持 分 －
純 資 産 合 計 6,055,246

資 産 合 計 8,694,476 負 債 純 資 産 合 計 8,694,476

連結貸借対照表
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
科　　目 金　　額

売 上 高 5,867,050
売 上 原 価 4,013,637
売 上 総 利 益 1,853,413
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

役 員 報 酬 115,978
給 料 手 当 及 び 賞 与 350,331
賞 与 引 当 金 繰 入 額 54,812
雑 給 96,995
法 定 福 利 費 71,629
福 利 厚 生 費 20,203
退 職 給 付 費 用 22,443
賃 借 料 81,559
交 際 費 11,504
広 告 宣 伝 費 52,920
諸 会 費 15,887
水 道 光 熱 費 12,106
減 価 償 却 費 24,127
研 究 開 発 費 105,661
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 134
の れ ん 償 却 額 9,515
そ の 他 235,089 1,280,901

営 業 利 益 572,511
営 業 外 収 益

受 取 利 息 64
受 取 配 当 金 32,168
受 取 手 数 料 994
保 険 配 当 金 868
保 険 解 約 返 戻 金 6,387
そ の 他 3,179 43,661

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,918
投 資 事 業 組 合 運 用 損 5,905
そ の 他 861 11,685

経 常 利 益 604,487
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 542
減 損 損 失 193,594
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,673 200,810

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 403,676
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 201,817
法 人 税 等 調 整 額 △64,938 136,879
当 期 純 利 益 266,797
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 （ △ ） －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 266,797

連結損益計算書
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科　　目 金　額 科　　目 金　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
仕 掛 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
商 標 権
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権
ソフトウエア仮勘定
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

4,679,999
2,152,640
2,387,388

3,461
29,751
64,996
5,566
38,507
△2,312

3,934,133
264,808
98,300
74,189
92,318

1,319,274
33,893
83,325

1,102,331
5,339
3,777
374

90,233
2,350,050
1,064,512
503,909
380,000
6,616

260,636
164,174
107,159
△136,958　

流 動 負 債 1,631,990
買 掛 金 246,380
短 期 借 入 金 300,012
リ ー ス 債 務 58,156
未 払 金 83,090
未 払 費 用 106,809
未 払 法 人 税 等 208,656
契 約 負 債 248,880
預 り 金 17,486
賞 与 引 当 金 133,000
未 払 消 費 税 等 222,395
そ の 他 7,122

固 定 負 債 934,951
長 期 借 入 金 464,946
リ ー ス 債 務 42,269
退 職 給 付 引 当 金 427,735

負 債 合 計 2,566,941
純 資 産 の 部
科　　目 金　額

株 主 資 本 5,852,855
資 本 金 637,200
資 本 剰 余 金 695,140
資 本 準 備 金 607,200
そ の 他 資 本 剰 余 金 87,940

利 益 剰 余 金 4,581,304
利 益 準 備 金 2,850
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,578,454
別 途 積 立 金 60,000
繰 越 利 益 剰 余 金 4,518,454

自 己 株 式 △60,789
評 価 ・ 換 算 差 額 等 194,336
その他有価証券評価差額金 194,336

純 資 産 合 計 6,047,191
資 産 合 計 8,614,133 負 債 純 資 産 合 計 8,614,133

貸　借　対　照　表
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
科　　目 金　　額

売 上 高 5,515,822
売 上 原 価 3,754,477
売 上 総 利 益 1,761,344
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

役 員 報 酬 115,498
給 料 手 当 及 び 賞 与 341,427
賞 与 引 当 金 繰 入 額 53,336
雑 給 99,479
法 定 福 利 費 70,265
福 利 厚 生 費 18,968
退 職 給 付 費 用 23,732
賃 借 料 70,728
交 際 費 11,496
広 告 宣 伝 費 45,375
諸 会 費 15,887
水 道 光 熱 費 11,523
減 価 償 却 費 24,010
研 究 開 発 費 97,619
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 134
の れ ん 償 却 4,108
そ の 他 168,423 1,172,015

営 業 利 益 589,328
営 業 外 収 益

受 取 利 息 535
受 取 配 当 金 32,164
受 取 手 数 料 956
保 険 配 当 金 868
保 険 解 約 返 戻 金 6,332
そ の 他 3,628 44,485

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,817
投 資 事 業 組 合 運 用 損 5,905
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 49,671
そ の 他 869 61,262

経 常 利 益 572,551
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 542
減 損 損 失 196,935
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,673 204,151

税 引 前 当 期 純 利 益 368,400
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 191,640
法 人 税 等 調 整 額 △68,877 122,762
当 期 純 利 益 245,637

損　益　計　算　書
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 市 　 裕 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 　 容 子

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

株式会社ＯＤＫソリューションズ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
大　阪　事　務　所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＯＤＫソリューションズの
2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ＯＤＫソリューションズ及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 22 －



　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 市 　 裕 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 　 容 子

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

株式会社ＯＤＫソリューションズ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
大　阪　事　務　所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＯＤＫソリューション
ズの2023年４月１日から2024年３月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の監査報告
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　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第61期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果について、以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に従い、内部監査室と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、そ
の監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人　EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人　EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

常勤監査等委員 若 林 孝 治 ㊞
監 査 等 委 員 藤 岡 　 寛 ㊞
監 査 等 委 員 平 松 亜矢子 ㊞

2024年５月29日
株式会社ＯＤＫソリューションズ　監査等委員会

（注） 監査等委員藤岡寛及び平松亜矢子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

－ 30 －



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第61期の期末配当金につきましては、株主様への継続的な利益還元を念頭に、年10円の安定
的な配当を堅持するとの基本方針に基づき、以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金５円　総額40,486,440円
　　なお、既にお支払しております中間配当金５円を含めました当期の年間配当金は、１株に
つき金10円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日
　2024年６月27日
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候補者番号 氏　名 当社における地位

1 か つ

勝
 

　
ね

根
 

　
ひ で

秀
 

　
か ず

和 代表取締役社長 再 任
　

2 も り

森
 

　
わ き

脇
 

　
ひ ろ

博
 

　
ふ み

文 常務取締役 再 任
　

3 さ く

作
 

　
も と

本
 

　
よ し

宜
 

　
ゆ き

之 常務取締役 再 任
　

4 よ し

吉
 

　
む ら

村
 

　
み

美
き

樹
お

雄 取締役 再 任
　

5 お お

大
 

　
つ か

塚
 

　
ひ ろ

浩
 

　
し

司 取締役 再 任
　

6 か わ

川
 

　
ぐ ち

口
 

　
し ん

伸
 

　
や

也 取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）６名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、本議案において同じ。）全員（６名）は、本総会終
結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、独立社外取締役が過半数を構成する指名・報酬委員会に諮問し答申を
受け、その後、監査等委員会が、指名・報酬委員会での審議内容を含めて検討を行いました。その結
果、すべての候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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当社における
地位 氏名

経験と専門性

企業経営 技術／業界知見 ガバナンス
法務・

コンプラ
イアンス

会計・
税務

ファイナ
ンス／

Ｍ＆Ａ ※

マーケテ
ィング ＤＸ

代表取締役社長 － 勝根　秀和 ● ●
技術／教育 ●

常務取締役 － 森脇　博文 ●
●

技術／証券・金融、
医療、HR

● ●

常務取締役 － 作本　宜之 ●
●
HR

● ● ●

取締役 － 吉村　美樹雄 ● ●
技術／教育

●

取締役 － 大塚　浩司 ● ● ● ●

取締役 社外 川口　伸也 ●
証券・金融

● ● ●

取締役
（監査等委員）

－ 若林　孝治 ●
技術／教育、証券・金融

● ●

取締役
（監査等委員）

社外 藤岡　寛 ● ● ●

取締役
（監査等委員）

社外 平松　亜矢子 ● ● ● ●

（ご参考）スキル・マトリックス

※「資本市場との対話」を含むスキルとして整理しております。
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候補者番号 1
か つ

勝
ね

根
 

　
ひ で

秀
か ず

和
再 任

生年月日
1962年９月14日生
所有する当社の株式数
46,800株
在任年数
12年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1987年    4 月 当社入社
    2009年    7 月 当社教育システム部 部長
    2011年    6 月 当社総務部長
    2012年    6 月 当社取締役総務部長
    2014年    7 月 当社取締役
    2015年    6 月 当社常務取締役
    2018年    6 月 当社代表取締役専務取締役
    2020年    6 月 当社代表取締役社長(現任)

取締役候補者とした理由
当社入社以来、教育部門を中心に幅広い実務を担い、取締役就任後は、管理部門にお
いては、株式会社学研ホールディングスをはじめとした数々の業務・資本提携を実現
し、教育業務においては、「大学入試Web出願」拡販や『UCARO®』提供開始の中
心となっております。現在は当社代表取締役社長に就任しております。その幅広い職
務経験や知見は当社の中長期的な企業価値向上に資するものであり、また当社経営の
中核となる存在であり、引続き、取締役としての選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 2
も り

森
わ き

脇
 

　
ひ ろ

博
ふ み

文
再 任

生年月日
1966年１月18日生
所有する当社の株式数
28,300株
在任年数
8年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1989年    4 月 当社入社
    2012年    7 月 当社総務部 部長
    2013年    4 月 当社事業開発・営業推進部 部長
    2015年    4 月 当社事業開発部長
    2016年    6 月 当社取締役
    2018年    6 月 当社常務取締役（現任）
    2021年    6 月 情報管理室、ビジネスソリューション部、証券・金融ソリューション部担当

（現任）

取締役候補者とした理由
当社入社以来、多くの部門業務を経験し、医療関連業務の立上げに深く関わっており
ます。取締役就任後は、医療関連業務や各種アプリ開発、証券業務のほか、ＩＴに関
する豊富な知識を活かし情報管理担当となっております。その幅広い職務経験や知見
は当社の中長期的な企業価値向上に資するものであり、引続き、取締役としての選任
をお願いするものであります。
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候補者番号 3
さ く

作
も と

本
 

　
よ し

宜
ゆ き

之
再 任

生年月日
1970年３月16日生
所有する当社の株式数
25,600株
在任年数
6年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1992年    4 月 株式会社髙島屋入社
    2006年    3 月 当社入社
    2013年    4 月 当社総務部 部長
    2014年    7 月 当社総務部長兼事業開発部長
    2016年    7 月 当社企画総務部長
    2018年    6 月 当社取締役企画総務部長
    2021年    6 月 当社常務取締役（現任）

経営戦略室、pottos事業推進室、ＯＤＫグループ統括経営管理
担当（現任）

2023年    4 月 新規事業推進室担当（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
当社入社前から、人事・事業統括等の知識と経験を有しており、入社後は、新規上場
やほぼすべての協業や業務・資本提携に携わったほか、経営戦略やコーポレートガバ
ナンスをはじめとした経営基盤整備を担っております。また、業務・資本提携先であ
る株式会社リアルグローブの元社外取締役であり、ベンチャー企業の経営にも精通し
ております。その幅広い職務経験や修士号の知見は、当社の中長期的な企業価値向上
に資するものであり、引続き、取締役としての選任をお願いするものであります。

株式会社ポトス代表取締役、株式会社エフプラス取締役

　　

候補者番号 ４
よ し

吉
む ら

村
み

美
き

樹
お

雄
再 任

生年月日
1965年５月２日生
所有する当社の株式数
20,600株
在任年数
6年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1984年    4 月 株式会社エムシー企画入社
    1988年    6 月 当社入社
    2016年    7 月 当社教育システム部 部長
    2018年    6 月 当社取締役教育システム部長
    2021年    7 月 当社取締役（現任）

教育ソリューション部担当（現任）

取締役候補者とした理由
当社入社以来、大学向け及び一般事業法人向けの営業及び開発・運用実務を担い、取
締役就任後は、『UCARO®』の拡販及びサービス拡張や、『iiscore-U』等の教育関
連サービスを提供し、現在の教育業務における新たな展開を推進しております。その
幅広い職務経験や知見は当社の中長期的な企業価値向上に資するものであり、引続
き、取締役としての選任をお願いするものであります。

株式会社ＥＣＳ取締役

　

重要な兼職の状況
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候補者番号 5
お お

大
つ か

塚
 

　
ひ ろ

浩
し

司
再 任

生年月日
1968年９月９日生
所有する当社の株式数
19,300株
在任年数
4年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1991年    4 月 当社入社
    2014年    7 月 当社総務部 部長兼事業開発部 部長
    2015年    4 月 当社総務部 部長
    2016年    7 月 当社企画総務部 部長兼証券・金融システム部 部長
    2019年    7 月 当社企画総務部長
    2020年    6 月 当社取締役企画総務部長
    2020年    7 月 当社取締役人事財務部長
    2023年    4 月 当社取締役人事財務部ゼネラルマネージャー（現任）

取締役候補者とした理由
当社入社以来、経理財務実務を中心に管理部門において当社の様々なコーポレートア
クションを支える役割を担っており、コーポレートガバナンスの整備・強化において
中心的役割を果たしております。また、事業開発部部長や証券・金融システム部部長
を兼任した経験もあり、部長としての豊富な業務経験と、人事財務にとどまらない幅
広い知見は、当社の中長期的な企業価値向上に資するものであり、引続き、取締役と
しての選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 6
か わ

川
ぐ ち

口
 

　
し ん

伸
や

也
再 任

社 外

独 立

生年月日
1964年９月10日生
所有する当社の株式数
－株
在任年数
11年
取締役会出席状況
12/12回　

略歴、当社における地位及び担当
    1995年    4 月 弁護士登録（大阪弁護士会）
    2005年    9 月 エース法律事務所開設

同所弁護士(現任)
    2013年    6 月 当社取締役（現任）

エース法律事務所弁護士
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
社外取締役となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、弁護
士としての実績から企業法務に明るく、さらに、当社社外取締役としても一貫して独
立性を有する立場から客観的かつ公正な視点に基づき積極的に発言等をしてきた実績
にかんがみ、取締役会の意思決定の健全性の確保に貢献していただけることを期待す
るためであります。企業統治において適切かつ効果的に職務を遂行いただけるものと
判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。

重要な兼職の状況
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 川口伸也氏は社外取締役候補者であります。
３. 川口伸也氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって11年となります。
４. 当社は川口伸也氏との間に会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しており、当該契約の

内容の概要は、事業報告「４.（1）責任限定契約の内容の概要」に記載のとおりです。同氏の再任が
承認された場合、当社は同氏との間の当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告「４.（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」
に記載のとおりです。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり
ます。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６. 当社は、川口伸也氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ておりま
す。

以　上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 略 図

会場：大阪市中央区道修町一丁目６番７号
JMFビル北浜01　17階　会議室

土佐堀通り

北浜郵便局

北浜駅５番出口

旧小西家住宅

京阪北浜駅

大阪取引所

三井住友銀行

The Kitahama Tower&Plaza

地
下
鉄
堺
筋
線
北
浜
駅

北浜２丁目

JMFビル北浜01

Ｎ

【交通のご案内】
地下鉄(堺筋線)
京　阪　電　鉄　　いずれも「北浜駅」下車（５番出口）から徒歩約２分

なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承くださいます
ようお願い申しあげます。


